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概　要

本稿では，「教員育成指標」にみる昨今の教員政策の制度改革が教員の働き方にいかなる影
響を与えるのかを検討した。
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1　問題の背景と研究の目的

本研究の目的は今日の教員育成政策の目玉であ
る「教員育成指標」に着目しながら，それらが女
性教員の教員としての働き方や職能形成，キャリ
ア形成にもたらす光と影について検討していくこ
とである⑴。

2016年の女性活躍推進法の施行以来，各分野に
おける女性の活躍推進に関する計画を策定するこ
となどが求められるようになってきた。昨今の働
き方改革を推進する流れにおいては，ジョブ・
ディスクリプションの導入を求める議論もある。
教職においては，教員のキャリア形成過程の可視
化システムとして「教員育成指標」の策定が，
2017年より都道府県等教育委員会に義務化された。

では，このシステムは，教員のキャリア形成に
とって公正なシステムとなるだろうか。本稿では，
「教員育成指標」にみる昨今の教員政策の制度改
革が教員の働き方にいかなる影響を与えるのか，
「主幹教諭」等の新たな職種を国に先駆けて導入
し，「教員育成指標」の素地が作られてきた東京
都に注目しつつ，検討していく。

2�　教員のキャリア形成・育成をめぐる政策
背景

東京都の事例分析に入る前に，日本における「教
員育成指標」をめぐる政策背景を確認したい。以
下では，第1に「教員育成指標」の策定が義務化

されるに至った経緯，第2に「教員育成指標」の
特徴，および，第3に研究者が指摘してきた「教
員育成指標」の問題点を述べる。

2−1　日本における教員育成に関する政策動向

⑴　教員養成・育成改革の政策動向

教員養成改革は主たる担い手である国立の教員
養成大学・学部の改革と，教員の資質能力の向上
という2つの側面から行われている（油布2018a）。

教員養成大学・学部の改革については教育学研
究科を教職大学院へ移行することや，教職大学院
を束ねる独立行政法人教職員支援機構の設立等，
教員養成に対する統制の政策が矢継ぎ早に行われ
てきた。

教員の資質能力の向上施策については，教員養
成段階における資質能力向上策も改革の中心であ
り，中央教育審議会の2015年（184号）答申では，
スタンダードを作成することでこれらを遂行しよ
うとする方向性が打ち出されている。

こうした流れによって，現職教員については文
部科学省が示したモデルに沿った「教員育成指標」
を都道府県教育委員会と大学等が協働で策定する
ことが要請されるに至った。なお，「教員育成指標」
は，国が策定した指針を参酌して策定することが
義務づけられている。

すなわち，教員の養成だけでなく，育成に対す
る統制も強化されたことになる。

教員養成や育成の改革は，新自由主義的な政策の影響下でスタンダードベースのシステムを
強く求める世界的な潮流と符号しつつ，矢継ぎ早に進行してきた。中教審2015年答申では，都
道府県等教育委員会に「教員育成指標」の策定が要請された。「教員育成指標」は，官制主導
で一元的に教員の育成を細かく規格化・標準化するものである。

昨今の同僚性が失われている組織構造において，「教員育成指標」は，“一人でがんばりたい
先生”の手掛かりになり得る。一方，こうした指標は，自律的な働き方を阻害する危険もはら
む。自律的な働き方ができないことは，ワーク・ライフ・バランスにも影響するため，キャリ
ア形成上の障壁となりかねない。こうした労働環境は，人生設計の多様性には対応しえず，性
別職域分離の再生産につながることが示唆される。
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⑵「教員育成指標」の特徴

「教員育成指標」には次のような特徴がある。
第1の特徴は，官制主導で一元的に教員の育成を
規格化・標準化しているという点である。「教員
育成指標」は，先述のように，国の指針を参酌し
て策定することが求められているが，その際，当
事者である教員が主導するのではなく，教育委員
会と大学等との協議や調整により進められていく
（小柳2017）という特徴がある。具体的には，教
育委員会と大学等の協議・調整体制として「教員
育成協議会」を設立し，この協議会が中心となっ
て「教員育成指標」を策定することになっている。
こうした官制主導の他律的な標準化は，新自由主
義的な政策の影響下でスタンダードベースのシス
テムを強く求める世界的な潮流と符号している。

第2の特徴は，教員のキャリア形成に監視的で
ある点である。諸外国は指標を倫理綱領に近いも
のとして当事者と協働で作成する一方，日本は当
事者の関与が極めて薄く，「あらゆるキャリアス
テージを通じて，具体的で細かい活動を指標に組
み込んで」（子安2017：40）教員としてのありよ
うを管理していこうとする特徴がある。

⑶　「教員育成指標」の問題点

こうした「教員育成指標」特徴からは，教員の
育成やキャリア形成に関して，いくつかの問題が
指摘できる。

第1に，教員としての活動や職能形成を細かく
指標に組み込み，行動の到達目標がチェックリス
ト化されている教員育成指標が，実質的に教員の
キャリア形成に対して統制のための監視として機
能しかねないという問題がある。

第2に，監視的な指標は，教員としての成長や
キャリア形成に深刻な事態を及ぼしかねない。規
格化された行動目標モデルとしての「教員育成指
標」が教員のキャリア形成や職能形成の自律性を
許容しないものとして運用されることに注意を払
う必要がある。

第3に教員のライフ・ワーク・バランスの確保
についても無視するものになりかねない。「熟達

モデルの単線化」（子安2017）とも言えるスタン
ダードは，教員育成指標に定められた時期に示さ
れた資質能力を獲得できるものしかすくいあげな
い懸念がある（木村・河野2017）。出産や育児に
関わる人生設計の多様性や，それらに伴うキャリ
アの中断や停滞等も視野に入れながら（木村
2018，木村ほか2019），マニュアル的・監視的に
機能せず，「熟達モデルの単線化」を乗り越える
教員育成のあり方が求められる。

3�　教員育成指標とジョブ・ディスクリプ
ション

以上で述べてきたような「教員育成指標」に関
する問題点を指摘しようとすると，次のような反
論が出てくると考えられる。すなわち，「教員育
成指標」は，教員のキャリア形成過程が可視化さ
れた，誰にでも開かれた公正なシステムであり，
これこそが，ジェンダー平等に寄与するのではな
いかというものである。

実際，ジェンダー平等を目指す立場から進めら
れてきた労働研究においては，男女賃金格差訴訟
の支援と連動しながら，日本的雇用システムの不
透明さや，男女間の賃金格差を解明し，同一価値
労働同一賃金を求めてきた歴史がある（森2005，
遠藤2005，森・浅倉2010等）。こうしたジェンダー
平等を目指す研究者たちが主張してきた同一価値
労働同一賃金は，結果として，2000年代以降の構
造改革政策を主張してきた新自由主義に立脚する
研究者と同様に，労働者内部での労働条件の悪化
を容認せざるをえない主張を展開してきたという
指摘もある（永田2010：31，2018：15）。

また，政府の働き方改革の方針に付随して，働
き方改革を推進する経営者のなかには，職務記述
書，すなわち，ジョブ・ディスクリプションの導
入こそが，日本企業に求められるものであるとい
う論調もある（藤川2018等）。

なぜなら，日本企業における人事制度は，1960
年代から職能資格制度が主流を占めてきたからで
ある（楠田1987等）。この職能資格制度は，企業
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側が雇用保証を約束し，従業員の側には長期勤続
志向が存在している状況では，優れて効率的な人
事処遇制度であった。しかしながら，バブル経済
崩壊後の経済動向や企業活動の多国籍化が進む中
で，職務を設定し，その職務記述書，すなわち，
ジョブ・ディスクリプションを整備しておくこと
の必要性が主張されるようになり，役割等級制度

といった新たな人事制度が模索されてきた（石田
2006）。ジョブ・ディスクリプションとは，日本
語では，職務記述書とも呼ばれる職務のポジショ
ン名，目的，責任，内容と範囲，求められるスキ
ルや技能，資格などが記載されるものである。具
体的には，表1で示すようなものである。

表１　ジョブ・ディスクリプションの例
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事制度導入の背後にあるジェンダー規範を読み解
くことの重要性も，女性労働研究は示している。
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「女性活用」は新たな「女性向き」業務を生み出
しており，ジェンダー・セグリゲーションの解消
に は 至 っ て い な い と い う 指 摘 が あ る（ 駒 川
2014）。さらに，年俸制や目標管理制度などの新
たな人事制度が，それまでのジェンダー・セグリ
ゲーションの状況を変えることなく導入されたた
めに，かえってジェンダー・セグリゲーションが
強化され，女性に不利な状況がつくりだされてい
ることを示す（大槻2015）。

以上の労働研究における成果を踏まえると，「教
員育成指標」を教員のキャリア形成過程が可視化
された，開かれた公正なシステム，あるいは単に
教員版のジョブ・ディスクリプションと捉える前
に，次の2点を検討する必要があると考えられる。

第1に，中途採用の労働市場が発展してない中
で，新卒一括採用と共に運用されることと，都道
府県等教育委員会の単位で，ジョブ・ディスクリ
プションを設定することがもたらす影響である。
ジョブ・ディスクリプションは，すでに能力が形
成された労働者にして有効に機能する人事制度で
あり，転職や解雇を前提に運用されているもので
ある。すなわち，当該企業において，評価がよく
ても昇格できない場合や，上限賃金になった場合
には，より待遇のいい企業に転籍することによっ
て，モラールダウンにつながらないような仕組み
とともに運用されるものである。文部科学省の基
準を参酌し，都道府県教育委員会で「教員育成指
標」を策定するような中央集権的な管理のもとで
の運用は，教員のキャリア形成の自律性を促すど
ころか，自律性を削ぐことにつながらないかを検
討する必要がある。

第2に，新たな教員育成制度の導入がもたらす
ジェンダー・セグリゲーションを明らかにした労
働研究に学びながら，「教員育成指標」の背後に
あるジェンダー規範を丁寧に読み解いていく必要
がある。「教員育成指標」は，行政が定めた時期に，
行政が示した資質能力を獲得できた者のみをすく
い上げることが前提となっている。そのため，先
にも述べたように，出産や育児等を含む教員個々
の事情や，それらに伴うキャリアの停滞や中断を

許容しない「システム内在的差別」（河上1990）
として機能する可能性がある（木村・河野2017等）。

この2点に加えて，教職の特性を踏まえる必要
がある。教員の育成や資質能力を組織化・規格化
する流れと連動して，2000年以降は成果主義的賃
金体系との連動を求める「教員評価制度改革」が
進められてきた。2006年度には，教員評価システ
ムの本格的な導入が目指され，従来の勤務評定に
変わる「新しい教員評価」制度の導入が都道府県・
政令指定都市教育委員会に求められるようになっ
た（妹尾2010）。

教職という仕事は，すべての児童生徒に必ず効
果があるというような教育内容や教育方法がある
わけではない不確実性があり，何をどこまで行え
ば十分な教育なのかという基準がない無限界性の
高い仕事である。また，流動的な学校現場におい
て，教員の能力は行動目標モデルで伸長するもの
ではない（油布2018b）。

ほかの仕事よりも細分化しづらく不定形なこう
した教員の仕事に対し，どのような項目や基準で，
誰がどのように評価をするのか。諸田（2010）は，
国の意向を踏まえて先行的に教員評価制度導入を
試みた宮崎県を例に，制度導入側とそれを受け止
める学校現場側の双方が互いに交渉し続けるプロ
セスに迫っている。そこでみえてきたのは，宮崎
県の改革の実施過程が改革推進側（送り手）から
の一方的な行為ではなく，受け手である学校現場
の身体化され要素化しにくい教育の営みに対する
評価について，双方が主体的に修正・変更を加え
ていったということである。その結果，要素化し
にくい「教える」ことの評価を，要素のチェック
ではなく，行動の積み上げ式で捉えていく方法が
生み出されるに至っている。

その後，学校現場に応じて，積み上げ式も変化
していくが，諸田（2010）の論考からは，人材育
成のための制度として，単純な成果主義の導入と
は異なる教員評価制度導入の「翻案」を重ねるこ
との意義や，そこに学校現場の教員が関わり，教
師たちが互いに「教える」仕事についてのコミュ
ニケーションが図られることの重要性が見出せる。
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以上を踏まえ，本稿においては，国に先駆けて，
教員育成のスタンダードにつながる新たな職位を
導入してきた東京都を分析対象とする。高学歴労
働力の不足が指摘される地域性も相まって，国に
先駆けて，教員育成制度の改革を断行してきたの
が東京都である。以下では，東京都の改革によっ
て，教員の働き方はいかに変容してきたを捉えて
いく。

4　東京都の教員育成指標の特徴

東京都の教員育成指標の特徴について触れる前
に，教員育成指標の作成以前の東京都の教育改革
にも触れていきたい⑵。東京都では，2000年に，
「能力開発型人事考課制度」を導入し，給与と連
動したかたちでの教員評価制度を導入してきた。
さらに，2003年の「主幹教諭」に始まり，国に先
駆けて，新たな職種を導入し，階層式の教員組織
を構築してきた。

その上で，2017年4月の「教員育成指標」の策
定義務化に先立ち，2017年2月に東京都教育委員
会は，教員育成協議会を設置し，2017年7月に「教
員育成指標」を策定した。東京都の教員育成指標
には，3点の特徴がある。

第1に，入職11年目以降の「指導教諭」「主幹
教諭」段階の中に，新たに「教育管理職候補者」
のステージを盛り込んだことである。これは，管
理職を育成する意思の表れた指標とも言える。

東京都の教員のライフコースは主任教諭を経て
管理職になっていくコースと指導教諭，その他の
コース等，複線のコースが想定されている。これ
は，出産・育児・介護等によるキャリアの中断を
余儀なくさせられるケースが多い女性教員にとっ
て，単線コースよりはキャリアの選択肢が広がる
可能性があるとみることもできる。

また，東京都は，策定された東京都教員育成指
標そのものよりも，それを後押しする「東京都教
員人材育成基本方針」や「東京都教育ビジョン」
に，女性管理職育成や登用への支援や配慮を掲げ
る。この背景として，管理職の構成比において，

男性管理職の比率が女性よりも非常に高く，「女
性管理職を積極的に登用するために，女性教員の
キャリアアップも積極的に支援する」（東京都教
育委員会2015: 3）ことを示している。ただし，
教員育成指標の中には女性教員のキャリアアップ
に言及した箇所はない。

第2の特徴は，東京都の「教員育成指標」にお
ける「教員が身につけるべき力」の指標項目が，
教員で5指標41項目と多いことである。素案の段
階での19項目から策定段階では41項目と，項目が
2倍以上に増えたことになる（東京都教育委員会
2017）。教員育成指標が詳細になりすぎれば，教
員の自律性を削ぎかねず，また，ある特定の時期
に指標に合致した資質を発揮できるものしかすく
い上げられない可能性もある。特に懸念されるの
は，東京都の特徴でもある複線型のキャリアコー
スが，教員育成指標の細分化によって事実上の「熟
達モデルの単線化」（子安2017）になりかねない
ことである。

第3に，「教員育成指標」と研修が連動し，教
員の統制を強めている懸念がある。例えば，東京
都教職員研修センター HP上にある「マイ・キャ
リア・ノート」システムによって，教員一人ひと
りが，過去の研修履歴をもとに研修計画を主体的
に計画することを推進する。すなわち，行政から
「OJT」「Off-JT」に関する細かな内容が示され
る（図1）。すなわち，教育行政が管理するシス
テム上で，教員個々が，行政から示された研修を，
どれだけこなしたのかの履歴が蓄積されていく仕
組みになっているのである。

東京都の教員育成指標の特徴をまとめると，次
のことが指摘できる。

第1に，2000年から管理的な評価が行われ，給
与と連動してきたことである。第2に，国に先駆
けて，複数の職位を設置して，「教員育成指標」
の素地ができてきたことである。第3に，「教員
育成指標」における「教員が身につけるべき力」
の指標項目が，5指標41項目と素案の2倍以上に
なっていて，細かく規定されていることである。
そして第4に，教育行政が管理するシステム「マ
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イ・キャリア・ノート」に，教員個々がどれだけ
行政から示された研修をこなしたのか履歴が蓄積
されていくようになっていることである。

先行研究で指摘されてきた世界的潮流である教
育のスタンダード化がもたらす問題との関連で，
東京都の特徴を考えたい。Hargreaves（2003=�
2015: 9）は，教育のスタンダード化を「標準化
されたパフォーマンスの従順者」として教師を社
会化するものであると捉えている。すなわち，教
育のスタンダード化は，同僚性や協働性を崩壊さ
せ，教師の生涯にわたる力量形成や信頼構築を阻
むものであり，これにより，教職という専門職が
崩壊していく懸念がある。

教員の同僚性や協働性の崩壊，教員同士の分断
を乗り越える方途としては，教職員が互いに学び
合い，互いの事情や状況を汲みながら豊かに力量
形成していく自律性や柔軟性を持つ「学び合うコ
ミュニティ（ケアリング・コミュニティ）」をい
かに構成できるかが重要になる（Hargreaves�
2003=2015）といわれている。では，「教員育成
指標」は，実際に学校教育の現場にどのような効
果をもたらしているのか。

実際，東京都の教員への聞き取り調査において
は，新たな職種が導入されたために，職種の導入
以前は，教員同士で協力して解決していたものも，
「手当もらっているんだから主幹がやればいい」

という教員が出てきて，職種による分断が起こり，
教員同士の連携が難しくなったという声もあがっ
ている。教員同士の連携の困難さは，日々の教育
実践にも影響を及ぼすため，教員が個々に孤立し
て教育実践に向き合わざるをえない状況も懸念さ
れる。

とりわけ，東京都においては，先述のように，
教員評価が明確に給与制度と連動して，管理的に
行われているという特徴がある。これを踏まえる
と，「教員育成指標」は，教員にとって，それを
どれだけ忠実にこなせるかが自身の教員生命に直
結しかねない重大な行動規範になる恐れがある。
こうした状況下では，「教員育成指標」のチェッ
クリスト化やマニュアル化がいっそう進む可能性
があり，延いては既存の教職内のジェンダー・セ
グリゲーションを受容・強化する志向をもつ教員
だけが管理職になっていく懸念もある。同僚性が
崩壊した今日の教育現場において深刻なのは，
ジェンダー・セグリゲーションを強化する懸念を
もつ「教員育成指標」が，孤立化し，一人でがん
ばる教員にとっての唯一頼れる教職の知識や技能
を継承するシステム，かつ，キャリア形成システ
ムになりかねないことであろう。このシステムの
運用を含めて，教員育成の実態にさらに迫る必要
があるだろう。

図１　マイ・キャリア・ノートの画面例

7 
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5　教員育成指標の光と影

本稿では，「教員育成指標」にみる昨今の教員
政策の制度改革が，教員の働き方にいかなる影響
を与えるのかを検討してきた。ここでは，東京都
の「教員育成指標」の考察からみえてきた「教員
育成指標」が教員の働き方に及ぼす影響を，光と
影に分けて論じていく。

「教員育成指標」の光としては，昨今の同僚性
が失われている組織構造において，「教員育成指
標」は，“一人でがんばりたい先生”の手掛かり
になることが指摘できる。また，東京都は，ほか
の道府県と比べて，私立学校が多く，公立学校に
おいても，「よい教育」をしていることの外部発
信が必要となってくる。教員の育成方法や，教員
の質を確保していることを，保護者に向けたアカ
ウンタビリティとして，「教員育成指標」のよう
な誰にでもわかりやすい指標はインパクトがある。

一方，こうした「指標」は，自律的な働き方を
阻害する危険もはらむ。これが，「教員育成指標」
の影の部分である。もともと自律的に働ける教員
も，「教員育成指標」に書かれていないことをやっ
ても，評価につながらないので，自律的な能力を
発揮できなくなる。すなわち，指標化しにくい「柔
軟に対処する」仕事を教員がしなくなることが予
想できる。自律的な働き方ができないことは，ワー
ク・ライフ・バランスにも影響するため，キャリ
ア形成上の障壁となりかねない。こうした労働環
境は，人生設計の多様性には対応しえず，ジェン
ダー・セグリゲーションの再生産につながるだろ
う。

以上より，「教員育成指標」によって「だれが」
「どのように」育成されるのかを，ジェンダー視
点から注視していくことが必要である。学校現場
では「教員育成指標」がいかに解釈され，個々の
教員の働き方に影響を与えられているのか，ジェ
ンダー視点から追究することは，今後の課題であ
る。

脚　注

⑴　本稿は，執筆者全員による共同研究の成果であり，
内容については全員の協議によって構成し，1・2：
木村，3：跡部，4：跡部・村上，5：執筆者全員の
責任で分担した。

⑵　東京都の教育改革の動向や教員育成指標については，
東京都教育委員会（2013，2015，2016，2017，2019a，
2019b，2019c，2019d）等を参照した。

参考文献

中央教育審議会（2015）「これからの学校教育を担う教員
の資質能力の向上について　～学び合い，高め合う教
員育成コミュニティの構築に向けて～（答申）」（中教
審第184号）https://www.mext.go.jp/component/b_menu/�
shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2016/01/13/�
1365896_01.pdf（2020年6月20日最終アクセス）

遠藤公嗣（2005）『賃金の決め方――賃金形態と労働研究』
ミネルヴァ書房．

藤川理絵（2018）「『ジョブディスクリプションの明確化』
こそ，働き方改革の第一歩」Beyondウェブサイト
https://boxil.jp/beyond/a4224/（2020年7月13日最終
アクセス）

Hargreaves, Andy.（2003） Teaching in the Knowledge 
Society: Education in the Age of Insecurity, Teaching 
College Press.=（2015）木村優・篠原岳司・秋田喜代
美監訳『知識社会の学校と教師―不安定な時代におけ
る教育』金子書房．

石田光男（2006）「成果主義を検証する――賃金制度改革
の着地点」「日本労働研究雑誌』554，pp.47-60．

河上婦志子（1990）「システム内在的差別と女性教員」女
性学研究会編『女性学研究 第1号 ジェンダーと性差別』
勁草書房，pp.82-97．

木村育恵（2018）「教員をめぐるジェンダー研究の動向と
「ジェンダーと教育」研究の課題」『国際ジェンダー学
会誌』16，pp.8-19.

木村育恵・跡部千慧・河野銀子・田口久美子・池上徹・
高野良子・村上郷子・井上いずみ（2019）「教員育成ス
タンダード化政策の課題：女性教員のキャリア形成に
着目して」『北海道教育大学紀要. 教育科学編』70⑴, 
pp.53-62.

木村育恵・河野銀子（2017）「ジェンダーの視点で見る学
校管理職養成システムの課題―「一任システム」の崩
壊と課題」河野銀子編著『女性校長はなぜ増えないの
か―管理職養成システム改革の課題』勁草書房，
pp.187-218.

駒川智子（2014）「性別職務分離とキャリア形成における



19

教員育成指標は教員の働き方に何を及ぼすか

男女差――戦後から現代の銀行事務職を対象に」『日本
労働研究雑誌』（648），pp.48-59．

子安潤（2017）「教育委員会による教員指標の「スタンダー
ド化」の問題」『日本教師教育学会年報』第26号，
pp.38-45.

楠田丘（1987）『職能資格制度』経営書院．
森ますみ（2005）『日本の性差別賃金』有斐閣．
森ますみ・浅倉むつ子編（2010）『同一価値労働同一賃金

原則の実施システム』有斐閣．
諸田裕子（2010）「教員評価制度改革の導入と「翻案」の

プロセス」苅谷剛彦・金子真理子編著『教員評価の社
会学』岩波書店，pp.21-50.

永田瞬（2010）「労働市場改革と均等待遇――新自由主義
派とジェンダー派の議論をめぐって」『福岡県立大学人
間社会学部紀要』第19巻第1号，pp.19-36.

永田瞬（2018）「賃金格差とジェンダー平等――同一（価
値）労働同一賃金論の批判的検討」『労務理論学会誌』
第28巻，pp.5-18.

大槻奈巳（2015）『職務格差――女性の活躍推進を阻む要
因はなにか』勁草書房．

小柳和喜雄（2017）「養成と研修の内容・方法の連続性と
非連続性に関する関係考察―AndragogyとSignature 
Pedagogiesの考え方からの教員育成指標の検討―」奈
良教育大学教職大学院研究紀要『学校教育実践研究』
第9号，pp.1-10.

妹尾渉（2010）「全国の「教員評価」実施動向から」苅谷
剛彦・金子真理子編著『教員評価の社会学』岩波書店，
pp.11-20.

田中和雄（2016）「アメリカにおける「職務」概念と人事
管理」『専修ビジネス・レビュー』1⑴，pp.39-49.

東京都教育委員会（2013）「東京都教育ビジョン（第3次）」
（平成25年4月策定）https://www.kyoiku.metro.tokyo.
lg.jp/administration/action_and_budget/action/
vision2013.html（2020年6月20日最終アクセス）

東京都教育委員会（2015）「東京都教員人材育成基本方針
等（平成27年2月改正版）」https://www.kyoiku.metro.
tokyo.lg.jp/staff/personnel/training/development_
policy.html（2020年6月20日最終アクセス）

東京都教育委員会（2016）「東京都教育ビジョン（第3次・
一部改定）」（平成28年4月策定）https://www.kyoiku.
metro.tokyo.lg.jp/administration/action_and_budget/
action/vision2016.html（2020年6月20日最終アクセス）

東京都教育委員会（2017）「東京都教員育成協議会設置要綱」
https://www.kyoiku.metro.tokyo.lg.jp/administration/
council/files/teacher_upbringing_council/30_youkou.pdf
（2020年6月16日最終アクセス）

東京都教育委員会（2019a）「東京都教育ビジョン（第4次）」
（平成31年3月28日）https://www.kyoiku.metro.tokyo.
lg.jp/administration/action_and_budget/action/

vision2019.html（2020年6月20日最終アクセス）
東京都教育委員会（2019b）「令和元年度　主要事務事業

の概要」（公開日：令和元年（2019）8月19日）https://
www.kyoiku.metro.tokyo.lg.jp/administration/action_
and_budget/action/action_and_budget/principal_
affairs2019.html（2020年8月8日最終アクセス）

東京都教育委員会（2019c）「学び続けよう，次代を担う
子供のために―令和2年度東京都教員研修計画―」
https://www.kyoiku.metro.tokyo.lg.jp/administration/
council/files/teacher_upbringing_council/r2_plan.pdf
（2021年1月12日最終アクセス）

東京都教育委員会（2019d）「マイ・キャリア・ノート」
http://portfolio.rikkyo.ac.jp/stu/lrncs/course/?course
Pk=11335750&jumpToCes=1（2021年1月12日最終ア
クセス）

油布佐和子（2018a）「教員養成はどこへ向かうのか？（第
65回大会公開シンポジウム報告　今日の教育政策の展
開と課題：教育学研究の視点から）」『関東教育学会紀
要』45, pp.46-51.

油布佐和子（2018b）「教員養成の現状と社会学の貢献課題」
北澤毅・間山広朗編著『教師のメソドロジー―社会学
的に教育実践を創るために』北樹出版，pp.156-167.

（木村　育恵　函館校教授）　　　　　
（跡部　千慧　立教大学助教）　　　　
（村上　郷子　法政大学非常勤講師）　
（河野　銀子　山形大学教授）　　　　
（田口久美子　和洋女子大学教授）　　
（池上　　徹　関西福祉科学大学教授）
（井上いずみ　公立高等学校教員）　　
（高野　良子　植草学園大学名誉教授）




